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 設立初年度である昭和35年度における基金の造成に当っては、私立高校が中心となり､相互

扶助の立場から自主的に出資金を拠出し、これに加えて、特別会員である北海道を始め道内市

町村あるいは財界などの積極的な援助と協力を得て、9,200 万円の基金をもって発足した。 

その後も、道を始めとする市町村、企業等の援助と学校法人からの出資負担の継続等により、

設立時の昭和35年度から平成11年度までの40年間にわたる第1期から第5期までの基金造成

計画に基づき、下表のとおり計画額40億円に対し、総額38億 5,483 万 3千円の実績となり、

計画額に対し、96.4％の達成率となった。 

これにより、貸付事業をはじめ融資斡旋事業、助成事業及び経営調査相談事業など協会事業

の充実強化が図られた。 

 

  基金造成実績                      （単位：千円） 

計画期間 計 画 額 実 績 額 実 績 率 
出 資 区 分 

(第１期～5期) A B B／A 

正 会 員 学校法人 S35 ～ H11 1,940,000 1,995,230  102.8 % 

S35 ～ S45 515,000 515,000 100.0 

S35 ～ S39 75,000 75,393 100.5 

S35 ～ S45 30,000 31,309 104.4 

出 

資 

金 
特別会員 

北 海 道  

市 町 村  

企 業 体  

計   620,000 621,702 100.3 

正味財産増加額からの繰入額 S37 ～ H11 1,400,000 1,236,901 85.9 

合     計  4,000,000 3,853,833 96.3 

基 金 造 成 実 績 の 推 移 （年 次 別 ）
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 基金の造成 



  

 

 当協会の事業は、貸付事業・融資斡旋事業・助成事業及び経営調査相談事業に区分され、設

立から、平成11年度末までの事業実績額は、下表のとおり総額945億 3,378 万 7千円に達して

いる。 

 

 事業実績額                                  (単位：千円) 

事 業 区 分 実施年度 実 績 額 備       考 

 貸   付   事   業 S35 ～ H11 64,545,587  

 融 資 斡 旋 事 業 S35 ～ H11 29,412,100  

 助   成   事   業 S37 ～ H11 478,011  

 経営調査 相談事業 S61 ～ H11 98,089  

合   計 94,533,787  

 

   

 事業の実績 



  

 

貸付事業には、長期貸付金と短期貸付金に区分され、長期貸付金は、協会設立当初から自主

事業とする施設整備資金の貸付を始め、高校高利債務弁済資金・経営安定資金等、それぞれ社

会経済の変動等により生じる資金需要に対し貸付を行っており、現在まで9事業の資金貸付を

行った。このうち現在も事業を継続実施しているのは、施設整備資金、高校経営安定資金、高

校入学資金及び環境整備資金の4事業で、その他は、それぞれ目的を達成し、事業を終了して

いる。 

短期貸付金は、昭和 43 年度からは、直貸し資金として高校生の減少に伴う不足資金を対象

とする高校経営資金の貸付を始め、幼稚園経営資金・高校短期経営安定資金の貸付等それぞれ

各年度の資金需要に対し、貸付を行うなど、現在まで3事業の貸付を行ってきたが、このうち

現在も事業を継続実施しているのは、高校短期経営安定資金のみである。 

これら貸付事業の平成 11 年度末における事業実績は、下表のとおり長期貸付金は、519 億

5,628 万 7千円と短期貸付金は、125億 8,930 万円の計 645億 4,558 万 7千円に達している。 

 

 貸付事業実績                             (単位：千円) 

貸 付 状 況 左 の 財 源 内 訳 
事 業 内 容 実施年度 

校数 貸付額  自己財源 道借入金 銀行他 

 

 

長 

 

 

 

 

期 

施 設 整 備 資 金

高校高利債務弁済資金

災害復旧特別資金

高校経営安定資金

高 校 入 学 資 金

高校管理運営資金

高校特別経営資金

中学・高校管理運営資金

環 境 整 備 資 金

計 

S35～H11 

S41～S53 

S43 

S44～H11 

〃 

S45 

S45～S46 

S47～S50 

S61～H11 

 

1,494

236

6

929

594

24

8

226

132

3,649

14,755,300

2,139,546

45,000

23,973,000

1,180,641

100,000

40,000

8,728,100

994,700

51,956,287

7,670,400

-

-

-

-

-

40,000

-

994,700

8,705,100

7,028,900 

2,139,546 

- 

23,973,000 

1,180,641 

- 

- 

- 

- 

34,322,087 

56,000

-

45,000

-

-

100,000

-

8,728,100

-

8,929,100

 

短 

期 

 

高校短期経営資金

幼稚園短期経営資金

高校短期経営安定資金

計 

S43～S54 

S44～S47 

S48～H11 

 

93

78

1,166

1,337

660,700

36,400

11,892,200

12,589,300

60,000

-

-

60,000

- 

36,400 

11,892,200 

11,928,600 

600,700

-

-

600,700

合    計  4,986 64,545,587 8,765,100 46,250,687 9,529,800

 貸付事業実績 



  

  

 融資斡旋事業は、協会が自己資金あるいは市町村等からの借入金を指定銀行へ預託し､その 3
倍から 4倍の銀行資金による斡旋枠をもって学校法人に対し融資の斡旋を行うものである。 
融資斡旋事業には、長期資金として、特別資金、高校施設整備資金及び長期経営資金あり､短

期資金としては、短期経営資金があるが、このうち高校施設整備資金及び特別資金を除き２資

金について、斡旋枠の拡大と斡旋条件の改善を図りながら、現在も継続している。 

本融資斡旋事業は、貸付事業とともに多くの学校法人に利用され、年々増大する施設または

経営資金の資金需要に対し、弾力的かつ効果的な資金運用が図られた。 

これら、融資斡旋事業の平成 11 年度末における事業実績は、下表のとおり長期資金 108 億 

5,427 万円と短期資金185億 5,783 万円の計 294億 1,210 万円に達している。 

 

   融資斡旋事業実績                      （単位：千円） 

  

斡 旋 状 況 預   託   金 財源内訳 

事 業 内 容 実施年度 

校数 斡 旋 額 財源区分 金  額 銀   行 

 特 別 資 金 S 36～H  6 247 3,236,570 市 町 村 1,353,360 3,236,570

高校施設整備資金 S 38～S 43 74 207,000 私学厚生協会 69,000 207,000

長期経営資金 S 63～H 11 449 7,410,700 自 己 財 源 5,360,000 7,410,700

長 

期 

計  770 10,854,270 計 6,782,360 10,854,270

短期経営資金 S 35～H 11 2,081 18,557,830 自 己 財 源 7,218,700 18,557,830

合     計  2,851 29,412,100 合  計 14,001,060 29,412,100

 

 融資斡旋事業実績 



  

  

 助成事業は、協会の事業運営から生じる果実(利息収入等)の一部を私立学校教育の振興 

のために行う事業等に対し、助成しようとするもので、昭和 37 年度から私学団体が実施す 

る教職員の研修又は、教職員の福利厚生等に要する経費を対象として開始した。 

昭和 43年度からは、経営資金融資斡旋に係る利子補給制度を設け、昭和44年度からは、協

会の創立10周年記念事業の一環として、学校林造成・学校環境緑化事業を始め、冷害対策(授

業料の一部免除)助成・海外研修費助成等の６事業を実施した。このうち現在も事業を継続実施

しているのは、経営資金利子補給制度のみである。 

 これら助成事業の平成11年度末における事業実績は、下表のとおり、助成金総額4億7,801万

1千円に達している。 

 

助成事業実績                           (単位：千円) 

助 成 状 況 左の財源内訳 
事 業 内 容 実施年度 

件 数 助 成 額 自己財源 道補助金 

私 学 団 体 助 成 金 S37～S57 65 108,590 108,590 - 

経営資金利子補給金 S43～H11 2,409 234,244 234,244 - 

学校環境緑化等助成金 S44～H 1 804 93,071 93,071 - 

冷 害 対 策 助 成 金 S47 12 3,600 1,800 1,800 

特別資金利子補給金 S60～H 6 20 4,147 4,147 - 

海外研修費助成金 H 2～H11 75 34,359 34,359 - 

合    計  3,385 478,011 476,211 1,800 

 助成事業実績 



  

 

経営調査相談事業は、昭和 60 年度に行った第４期計画(昭和 55～64 年度)の見直しの際に､私

立学校の経営は、生徒等の急減期をむかえ、今後ますます厳しい状況が予想されることから、こ

れに対応し計画され、昭和61年度から事業を実施している。本事業の内容としては、 

ア 財務状況等の調査、資料の収集及び分析 

イ 研修会の開催 

ウ 経営相談会及び経営診断の実施 

の 3 項目からなっており、財務状況等の調査、資料の収集及び分析については、「北海道内学 

校の現況等調」、「財務状況の推移」及び「財務状況等集計表」をとりまとめ、研修会資料とし

て配布するなど、学校法人への情報の提供に努めている。 

研修会の開催については、国内・外の教育及び経済問題あるいは、私学経営上の諸問題をテ

ーマとして、教育界、経済界等の第一線で活躍している方々を講師にお招きし、全法人を対象

とした「私学経営研修会（年１回）」と実務上の諸問題をテーマとした「私学経営実務研修会 

（年４回）」を、実施している。また、本研修会と併せて弁護士または、公認会計士などによる

経営診断及び個別相談会も実施している。本事業は、生徒等の急減期にむけて財務状況等の情

報の提供と研修会の開催等を通じ、私学経営の健全な発展の一助となるよう努めているところ

である。 

以上のとおり、昭和61年度から平成11年度末における事業実績は下表のとおり9,808万 9千

円に達している。 
 

経営調査相談事業実績                      (単位：千円) 
財 源 内 訳 左   の   内   訳 

年度 事 業 費  
自 己 財 源 財務状況等調査 経 営 研 修 会 実務研修会等 

61 5,000 5,000 881 2,363 1,756 

62 5,976 5,976 1,373 1,142 3,461 

63 6,000 6,000 1,580 1,348 3,072 

1 6,000 6,000 1,457 1,514 3,029 

2 7,000 7,000 2,641 1,622 2,737 

3 7,000 7,000 1,975 1,884 3,141 

4 7,000 7,000 1,860 1,543 3,597 

5 7,000 7,000 1,367 1,651 3,982 

6 7,000 7,000 1,297 1,663 4,040 

7 7,513 7,513 1,444 2,260 3,809 

8 8,000 8,000 1,402 2,085 4,513 

9 8,200 8,200 1,714 1,692 4,794 

10 8,200 8,200 1,622 1,930 4,648 

11 8,200 8,200 1,193 1,776 5,231 

合計 98,089 98,089 21,806 24,473 51,810 

 経営調査相談事業実績 



  

 

１ 貸付事業                                 (単位：千円) 

財     源 条      件 
資 金 名 貸付計画額 

自己資金 道借入金
対  象  事  業 

期 間 利率 限度額 

施設整備資金 700,000 400,000 300,000 〇校舎・園舎、体育館、図書館、講

堂、寄宿舎、合宿所等の新築、改

築、補修、買収に要する経費 

〇情報処理、語学及び視聴覚教育設

備の整備に要する経費 

〇校舎・園舎等の敷地、屋外運動場

 及び実習地等の買収、造成、整地

等に要する経費 

 

10 以内 

(据置２年) 

％ 

1.8 

小学～大学

120,000

幼稚園 

40,000

環境整備資金 100,000 100,000 ― 〇校舎・園舎の増築改築、補修等に

 要する経費(小規模事業を対象) 

〇機械器具及び図書等の購入に要す

る経費 

〇構築物(テニスコート、バックネ

ット、門、塀、庭園等)の新設等に

要する経費 

〇車両(教育用車両、通園バス)の

購入に要する経費 

 

 

6 年以内 

(据置1年) 

 

 

1.3 

小学～大学

45,000

幼稚園 

15,000

 

経営安定資金 900,000 ― 900,000 〇私立高等学校の一般経常経費及び

 負債償還費等に要する経費 

 

7 年以内 

(据置2年) 

無利子 

3.5 

60,000

入 学 資 金 28,500 ― 28,500 〇私立高等学校入学者に対する入学

資金貸付に要する経費 

 

3 年以内 

(据置2年) 

無利子 生徒1人当り

150

短期経営安定 

資    金 

500,000 ― 250,000

 

〇私立高等学校の当該年度内におけ

 る資金運用上の一時的な不足資金

 

 

6 ｶ月以内 

 

無利子 

3.5 

15,000

合   計 2,228,500 500,000 1,478,500     

 

 平成１２年度事業計画 



  

２ 融資斡旋事業                                       (単位：千円)  

条        件 
資金名 

斡旋計画額 

(銀行資金） 

預託財源 

(自己資金) 
対 象 事 業

期 間 斡旋利率 利子補給 学園負担 限 度 額

 

 

短期経営

資 金 

 

 

1,200,000 

 

 

400,000 

 

 

〇資金運用上の一時

 的なつなぎ資金

 

 

 

 

 

1 年以内 

 

％

短期ﾌﾟﾗｲﾑ

都市銀行

1.500 

地方銀行

1.875 

％

1.0

 

 

％ 

 

 

0.500 

 

0.875 

 

小学～大学 

50,000

幼稚園 

10,000

 

 

 

 

 

長期経営

資 金 

 

 

 

 

 

総枠 

1,800,000 

 

 

 

 

 

 

600,000 

 

 

 

 

 

 

〇施設又は経営に 

 要する不足資金

 

 

 

 

 

5年以内 

 

 

 

 

 

 

11年以内 

(据置1年)

％

短期ﾌﾟﾗｲﾑ

+0.500

都市銀行

2.000 

地方銀行

2.375 

 

短期ﾌﾟﾗｲﾑ

+0.700

都市銀行

2.200 

地方銀行

2.575 

1.0

 

 

 

 

1.000 

 

1.375 

 

 

 

 

1.200 

 

1.575 

 

 

 

小学～大学 

75,000

 

 

幼稚園 

15,000

  

合  計 3,000,000 1,000,000  

 



  

３ 助成事業                                 (単位：千円) 

条         件 
資 金 名 助成計画額 

(自己資金) 
対  象  事  業 

期  間 利子補給率 限   度   額 

 

経営資金利子 

補給金 

 

 

15,000 

 

〇短期・長期経営資金融資斡旋に伴う

 支払利息 

 

斡旋期間内

％

1.0

小学～大学 

 短期－500  長期－750

幼稚園 

 短期－100  長期－150

 

 

 

４ 経営調査相談事業                            (単位：千円) 

事 業 区 分 
事業計画額 

(自己資金) 
対  象  内  容 対  象 

事 業 実 施

予 定 時 期

 

財 状 況 調 査 等 

 

 

 

 

〇道内学校の現況調 

〇財務状況等調査結果報告書 

〇学校法人財務分析表他 

○インタ－ネット等による情報提供 

 

全 法 人 

 

4～3月 

 

私学経営研修会 

13,200 〇国内・外の教育及び経済問題等 

    講師 ― 教育界、経財界、報道関係、私学経営者等 

       に講演依頼予定 

    (創立４０周年記念講演・祝賀会予定) 

 

〃 

 

8月 21.22日

 大学～短大 10月 13日 

 全 法 人 11月 9.10日

 

私学経営実務研修

会  小学～大学 1月 25.26日

 

○ 私学経営実務上の諸問題 

    講師－文部省、北海道、弁護士、公認会計士、 

       私学経営者等に講演依頼予定 

 幼 稚 園 2月 15.16日

 

経 営 相 談 

会 

 

 

 

 

 

○ 私学教育、会計、財務、労務管理等の諸問題 

   相談員-文部省、北海道、弁護士、公認会計士 

       等に依頼予定 

 

全 法 人 

 

4月～3月 

合   計 13,200    

 

 



  

 

設立当初の昭和 35 年度における会員数は、正会員が 43 法人、特別会員は北海道をはじめ 

193 市町村、の地方公共団体と、72の企業を合せ266で総数 309であった。その後、正会員 

については学生、生徒数の急増期に新設された高校及び大学、短大法人の入会と、昭和 40 

年度から入会することとなった幼稚園の新設や学校法人化によって、大幅に増加し、203 法人

の入会があった。 

  しかし、一方においては、学校等の廃

止あるいは公立移管などの理由から、42

法人が退会している。この結果、平成12

年3月現在で正会員数は204となっいる。 

 また､特別会員については、昭和 45 

年度までに新たに 33 市町村、274 企業 

体の加入があり、計573の会員数であり、

その後の加入等はない。 

 このような異動を経て、平成11年度末現

在、図1のとおり会員数は正会員､特別会

員を合せて総数777となっている。 

 

 

 

正会員の加入状況 

区   分 正 会 員 が 設 置 す る 学 校 の 加 入 数  

法 人 法人数 大 学 短 大 高 校 中 学 小 学 幼稚園 養護学校 計 

大 学 16 11 11 19 7 9  57

短 大 12  11 6 1 1 8  27

高 校 28   29 5 3  37

幼稚園 147   198  198

養護学校 1   1 1 2

合  計  204 11 22 54 13 1 219 1 321

（注）中学の内 3校が休校中 
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 会員の状況 



  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 


